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1. はじめに 

従来より、都市高速道路の料金は、償還主義と受益者負

担の原則に基づき決定される。したがって、都市高速道路

の道路建設費と道路維持費用に対する総費用を、長期的な

都市交通需要に基づく料金収入による償還計画が実行され

る。一方で、都市高速道路の料金政策では混雑料金や環境

負荷料金など外部費用の適正分担を検討する必要がある。 

本研究においては、長期的な交通需要変化と維持管理費

用の増加を勘案した、都市高速道路の料金設定方法につい

て検討する。ここでは、特に長期的な交通需要変化に対応

した弾力的な料金設定方法を提案する。 
 
2. 償還主義に基づく都市高速道路料金決定 

2.1 都市高速道路における償還制 

都市高速道路の償還制は一定期間において、都市高速道

路の建設費用と供用開始以降に発生する維持管理費用およ

びその支払利子を料金収入およびその受取利子によって返

済するシステムである。この基本的な概念を図1に示す1)。

ここで、T:償還年数、t:年次(t=1～T)、𝑅𝑇𝑡(𝑞𝑡):年間交通

需要𝑞𝑡での料金収入、r:利子率、CC:建設費(出資金・借入

金)、𝐶𝑀𝑡:年次tにおける維持管理費用とする。 

さらに、償還終了時における建設費支払額合計:TCC、総

料金収入:TRT、維持管理費用合計:TCMとする。各変数は

それぞれを次式(1)～式(3)のように定義できる。 
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ここで、都市高速道路の総建設費用の償還条件として、

𝑇𝑅𝑇 = 𝑇𝐶𝐶 + 𝑇𝐶𝑀が成立する。 

実際の都市高速道路は、長期間にわたり段階的に建設さ

れる。ここでは、開通後の新規開業路線は想定せず、単年

度建設費相当分(CC)に対する借入金の償還を考える。こと

のとき、利率率 rを一定としている。 

2.2 都市高速道路の対距離料金設定 

現在の都市高速道路は階段型の対距離料金で適用されて

いる。たとえば、阪神高速道路の現行料金設定では、初期

料金：500 円で最高額：900円まで、100円/６kmである。

この具体的な段階的対距離料金設定を図2に示す。本研究

においても基本料金設定としてこの階段型料金を用いる。 
 

3. 長期交通需要変化に対する償還可能性の検討 

3.1 長期交通需要の推計 

つぎに、都市道路網に対する長期的交通需要変化の推計を

検討する。具体的には、京阪神都市圏を対象として、都 

 

図1 都市高速道路の償還計画概要 1) 

 

 

図2 都市高速道路における現行の料金設定 

 

市道路網（都市高速道路・一般道路）生成交通量の時系列

変化を算定する。このとき、①実績交通量データに基づく、

都市道路網の交通需要推計、②将来的社会経済指標の設定、

③将来の社会経済指標変化に基づく将来交通量推計の手順

で検討を行う。都市道路網の交通需要推計を次式(4)に示す。 
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①実績交通量データに基づく、都市道路網の交通需要推

計は、近畿臨海発生集中量（S52年～H17年のうち7年）を

用いた。推計結果では α=1.413（ｔ値:16.59）、β=0.3394（t

値:14.69），RSME: 561,445 台である。つぎに、②将来的社

会経済指標の設定として、POP(t)は国立社会保障人口問題

研究所推定値２）、GDP(t)は「潜在 GDP の長期推計値」3)を

用いる。さらに、③将来の社会経済指標変化に基づく将来

交通量推計値を算出した。ここで、図 3 に経年的変化を示

す。ケース１は人口の経年的減少に対応しており、ケース

2 は、さらにGDP の将来推計値を考慮したものである。 

3.2 都市高速道路の償還可能性の算定 

本研究では、京阪神都市圏を想定して、都市高速道路と

一般道路で構成された都市高速道路網を設定する。具体的

には、図４に示す都市道路網を算定に用いる。ここで、リ

ンクコスト関数には、BPR 関数: 𝑡𝑎(𝑥𝑎) = 𝑡𝑎0{1 +

𝛼(𝑥𝑎 𝑄𝑎⁄ )𝛽}を用いる。ここでは一律に、パラメータ𝛼=0.15、

𝛽=4.0 と設定した。一般道路と都市高速道路の交通容量を
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それぞれ設定した。ODペア数は72（=９×８）である。 

つぎに、都市高速道路の経年的償還の検討手順を図 5 に

示す。ここで、償還期間は 45 年間、利子率：4%とする。

都市高速道路の建設費(CC)を3兆円とする。このとき総建

設(TCC)は 17.5兆円である。また維持補修費(CM)は、阪神

高速道路の平均維持修繕費(H10年～H12年)：1.26億円/km

を用いる。都市高速道路延長(259.1km)は、変化しないとす

る。したがって、単年度維持管理費(CM)：373.1 億円に利

子率を考慮して総費用(TCM)は、8.6 兆円と算定される。 

3.3都市高速道路料金設定の検討 

前項の償還必要額の算定結果を踏まえて、経年的な料金

収入を算定する。このため、長期的需要変化を与えて、単

年度ごとの料金収入を利用者均衡配分（ＵＥ）より算定す

る。このとき、都市高速道路の償還可能性を表1に整理す

る。ここで、ケース1では人口減少傾向を踏まえて償還可

能性が危惧される。一方、ケース２では経済活動の増加を

含んでおり、償還可能性が観測されている。 

つぎに、長期需要減少に対応する需要促進のための料金

設定を考える。すなわち、図6に示すように、長期的交通

需要変化に対して、５年間を単位として、△50円、△100

円、△150円の段階的な料金割引を設定する。 

この経年的料金設定に対応した都市高速道路の償還可能

性を表２に整理する。これより、いずれのケースにおいて

も料金収入の増加により、都市高速道路の償還可能性が向

上することがわかる。 

 

4. おわりに 

本研究では、長期的な交通需要変化に基づく償還可能性

を考慮した都市高速道路の料金政策の具体的提案を行った。 

本研究の主要な成果は以下のように整理できる。 

1) 都市道路網の長期的交通需要変化に関して、代表的な社

会経済指標基づく推計結果を算定した。長期的交通需要の

減少傾向を踏まえた償還可能性検討の必要性が示された。 

2) 都市高速道の対距離料金・乗り継ぎ交通を考慮した交通

量配分計算を実行して、都市高速道路の将来料金収入の算

定結果に基づいて、設定ごとの償還可能性を確認した。 

3) 都市道路網の将来交通量減少に対して、都市高速道路の

時系列的な料金水準設定により償還可能性が確保できる

ことがわかった。 

また、今後の課題として、①妥当な料金形式の設定、②

維持管理費の経年変化推定、③組み合わせ最適化の検討な

どが挙げられる。 

なお本研究を遂行するにあたり、資料収集において、阪

神高速道路株式会社のご協力を得た。ここに記し感謝の意

を表する次第である。また本研究は、平成26年度公益財団

法人高速道路調査会研究助成『長期的需要を考慮した都市

高速道路料金政策に関するモデル分析』の研究成果の一部

であることを付記する。 
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図3 都市道路網生成交通量の将来推計値 

 

 
図4 対象道路網の図 

 

図5 都市高速道路償還可能性フローチャート 
 

表1 都市高速道路における現状での償還可能性 

 

 

図6 都市高速道路の経年的な料金水準設定 

 

表2 経年的な料金水準設定での償還可能性  
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